
 理事会報告書                                       

１．概要 

 第 4回 理事会  

日 時 令和 2年 7月 10日  19:15～21:15 

場 所 東町事務所 

出席者 

理事事務所：大山盛樹、井手伸二、山下潤一郎、小泉徹児、小無田彰仁、大石勝規 

リモート：重松康志、永木照彦、浦川純二、志岐浩二、小柳 傑、笹原順哉、飯野朋彦、 

田中拓郎、池田章子 

監事リモート：大木田治夫 

書記：大月雅之 狩浦圭介 

事務局：坂井孝行、野原 尉 

２．理事会議題と決定事項 

（１）審議事項 
 １）「長崎市生活援助中心型ケアプラン検証会議」委員の推薦について 
  以前の長崎市主催自立支援型地域ケア会議が名称を変えたもので、長崎市から本会へ委員推薦依頼あ

り。委員として飯野理事を選出し、都合がつかないときは代理で池田理事が出席とする。審議の結
果、提案通り可決された。 

２）オンライン研修会準備に向けて(島嶼部調査) 
オンライン化の促進について、島嶼部の先生方に協力いただき環境面の調査を実施。調査内容は PC
準備の可否、会場について、スピーカーの有無などが主な内容。（資料参照）であとはマイクやプロジ
ェクターなど。詳細については資料参照。施設の選択が難しく 2、3会場に分けることができるかとい
う質問も挙がったが、参加者管理の面から難しい。必要なものは会の方で備品として購入し、地区へ
渡す流れ。Wi-Fiについても事務局管理の方向で準備を進める。8月 2日予定の新人オリエンテーショ
ンでテストを行い、ポイントも付与できるよう進める。審議の結果、提案通り可決された。 

３）ぴーかんてらす 12号について 
   10 月発刊予定だったが、コロナ禍により特別号として別企画を検討。今回は全会員に向けて特別号を

1 冊ずつ配布する。これを 12 号とする。また、別事業として県下高校に対し、理学療法士の仕事や養
成校の紹介を載せたリーフレットを 1 部ずつ、公共施設、包括支援センターに対し、地域包括ケアシ
ステム関連の情報を入れたリーフレットを 1 部ずつ配布予定。これらは新規事業として別予算を立て
ることとする。審議の結果、提案通り可決された。 

４）メディカルサポートのマニュアル作成について 
マニュアルの作成が承認され、予算を挙げている。主に高校野球と高校サッカーそれぞれ会場マニュ
アルと対応マニュアルの初級者編、中級者編。作成者は資料参照。完成予定は 10 月から 12 月。動画
を入れたり学校の先生、医師にも関わってもらうことを検討、予算を 288,000 円から 400,000 円程度
に変更した。まずはダウンロード版を作成し、その後CD化も検討予定。審議の結果、提案通り可決さ
れた。 

５）組織図(2020-2021)と担当者の決定について 
前回理事会で指摘された点を修正、加筆したもの。変更点として、学術研修部に新人教育研修が追
加。担当者は林先生が兼務。審議の結果、提案通り可決された。 

６）新入会承認について 
     入会 14名、休会 3名、退会 2名、復会 0名。審議の結果、提案通り可決された。 
 ７）長崎市地域包括支援センターまちんなかラウンジからの「まちんなかサロン」の講師依頼について 
   毎年住民教育事業の一枠で講師依頼あるもの。今年のテーマは「自宅にいてもできるフレイル予防」

で 12 月に開催予定。長崎大学の平瀬先生に講師を打診することとする。審議の結果、提案通り可決さ
れた。 

（２）報告事項 
  １）令和 2年度 教育学術局事業計画について 
   開催の可否を含め事業を確認。また Web 開催、サテライト会場の設定など地域局との連携が必要。新

プロも JPTA の e-ラーニングを推進するが、一度理事との対面式の研修も設定したい。次期学術大会
開催は未定だが、時期を 5、6 月あたりで検討中。臨床実習指導者講習会は今年度内に 3 回開催予定で
場所はほぼ決定した。JPTAからWeb開催の許可が出れば ZOOM等を利用し企画したい。臨床教育研
究会も可能であれば 12 月前後を目処に企画。生涯学習部は事業展開の決定に添って事業を進めていく
こととする。専門領域部は前回同様、1 月 30、31 日の学会に合わせて懇親会を予定。また、アンケー
トを実施予定。 

２）社会事業局の事業について 
   地域局について、教育学術局の業務内容でサテライト、Web 開催の話が出たので地区部長に案内して

いる。サテライト会場についても地区単独開催は難しいこと、密を避けるのが難しいこと、島嶼部優
先に進めていくことなどの情報を共有。啓発事業は三役に確認、検討。有事の際、施設管理者の情報



が重要で、管理者ネットワークの構築、調整にご協力いただきたい。地区担当制について、部長、副
部長、財務など各担当の在り方が分かりにくいという意見あり。社会事業局、教育学術局などで企画
を練る際の立案や人材教育を考えて係の配置をお願いしている。社会事業局は局内会議を開き、業務
分掌を作成。健康増進班の比重が大きく、部長の掌握が難しいため重松理事、大石理事、樋口先生で
カバーする。今後依頼事業で膨れるようであれば部への昇格も検討。また、啓発事業班、公益事業班
の違いも分かりにくい。案としては、協会からの事業を啓発、市町、団体からの依頼を公益という意
見もあり、今後の検討とする。 

 ３）NPアラート集計結果報告 
   豪雨を受け、今回 5回発令した。1回目は 6月 24日未明から 25日にかけて上・下五島、佐世保地区の

3か所に向けて発令。2回目が 7月 5日から 6日に佐世保地区の施設に対して発令。その後 3回目は県
下全域の登録会員に向けて発令。回答率は全体の 20%台と予想以上に低かった。NPアラートの啓蒙の
ため、各地区の研修会で説明する必要あり。今回大石理事からの発令だったが今後は担当部署を定め
る必要がある。今後の対応として、各地区に災害対策推進委員会のメンバーを数名ずつ配置し、施設
を細分化して回答を促すようなシステム構築や対応マニュアルなども詰めていきたい。 

 


